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夏と言えばヒマワリである。ま

るで地上の太陽のように大輪の輝

く黄色を咲かせる。英語ではその

名もサンフラワー。ゴッホの描く

ヒマワリはメラメラと情念の炎を

あげている。小さな子どももよく

ヒマワリを描くが、そこにはほと

ばしる生命の輝きがある。

この句では、一面のヒマワリ畑

が目に浮かぶ。昔の映画（ソフィ

ア・ローレン主演の）「ひまわり」

の１シーンのような、大地にどこ

までも続くヒマワリの花。夕焼け

で空が黄色く輝きだしたころ、そ

れよりももっと強い黄色に埋め尽

くされた大地。天の夕焼けと地の

夕焼けを同時に見る壮大な景色で

ある。

ヒマワリの花が焼けこげたよう

に黒くなって下を向くころ、夏の

終わりの猛暑が襲ってくる。そし

てどこからかセミの声が……。繰

り返される四季の風物。これから

もちゃんと繰り返して欲しいもの

だ。地球温暖化などを進めずに…。
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「リチウムイオン蓄電池」の
規制対象化について

JET Report Vol.37及び38でも掲載しましたとおり、「電気用品安全法の一部を改正する法律」が、平

成19年11月21日に公布され、新たに電気用品の対象に「蓄電池であって政令で定めるもの」が規定され

ました。これに伴い関連する政省令の改正が行われ、「リチウムイオン蓄電池」の対象範囲が「電気用品安

全法施行令の一部を改正する政令」（公布日：平成20年5月1日）において規定されました。また、事業の

届出から販売に至る法施行上必要となる事項については、「電気用品安全法施行規則の一部を改正する省令」

（以下、「施行規則」という。）及び「電気用品の技術上の基準を定める省令の一部を改正する省令」（以下、

「技術基準」という。）において定められ、平成20年5月14日に公布されました。なお、これらの施行日は

平成20年11月20日となっています。

本稿では、これら政省令の改正内容について概説します。

蓄電池の規制対象の範囲は、「電気用品安全法施行令の一部を改正する政令」の特定電気用品以外の電気用品とし

て、別表第二に「リチウムイオン蓄電池（単電池一個当たりの体積エネルギー密度が四〇〇ワット時毎リットル以上

のものに限り、自動車用、原動機付自転車用、医療用機械器具用及び産業用機械器具用のもの並びにはんだ付けその

他の接合方法により、容易に取り外すことができない状態で機械器具に固定して用いられるものその他の特殊な構造

のものを除く。）」と規定しています。また、適用範囲の解釈については、経済産業省ホームページ「電気用品安全法

のページ」に掲載されている「電気用品の範囲等の解釈について」にリチウムイオン蓄電池に関する記述を追加（平

成20年6月5日付け）し、明確化を図っています。

リチウムイオン蓄電池の型式の区分、自主検査等についての施行規則として以下の内容が加えられました。

・電気用品の区分：新たに蓄電池を追加（別表第一）

・型式の区分：「単電池の形状」、「単電池の電解質の種類」、「単電池の上限充電電圧」、「組電池の重量」、「電池ブ

ロックの段数」、「過充電の保護機能」、「用途」を規定（別表第二）し、型式の区分に従い届出を要求

・自主検査：届出事業者が行う自主検査について、外観及び出力電圧測定（別表第三）を要求

・電気用品の表示：表面の見やすい箇所に容易に消えない方法で「 」「届出事業者名」を表示することを要求

経済産業省では、平成20年6月5日からリチウムイオン蓄電池の製造・輸入事業者に対する「事業の届出」の受付を

開始しています。

平成20年5月14日に「電気用品の技術上の基準を定める省令の一部を改正する省令」が公布（施行日：平成20年11

月20日）され、新たに別表第九に「リチウムイオン蓄電池の技術基準」が追加されました。

また、経済産業省ホームページ「電気用品安全法のページ」に、「リチウムイオン蓄電池の技術基準の解釈」が掲

載（平成20年7月3日付け）され、これにより、技術基準で用いられている用語の定義や、技術基準の要求事項につい

ての解釈が示されています。

以下に、追加された技術基準の主な内容について示します。

規制の対象範囲等

型式の区分、自主検査の内容等

リチウムイオン蓄電池の技術基準の概要

～電気用品安全法施行規則及び電気用品の技術上の基準を定める省令の改正～



(1)  技術基準の構成について

①JIS C 8712：「密閉型小型二次電池の安全性」のうち、「リチウムイオン蓄電池に係る事項」をベースに、より試

験条件が厳しいJIS C 8714：「携帯電子機器用リチウムイオン蓄電池の単電池及び組電池の安全性試験」に整合さ

せた技術基準が作成されています。

②JIS C 8714の機器落下試験については、携帯電子機器に限定することなく、幅広い機器に適用出来るように基準化

され、以下のように具体化されています。

・重量7kg以下の携帯機器…落下高さ1m

・重量5kg以下の卓上機器(携帯する可能性のあるものを除く)…落下高さ0.75m

(2)  技術基準の概要について

「リチウムイオン蓄電池」に関する要求事項として、規定された技術基準のポイントは以下のとおりとなってい

ます。

③予見可能な誤使用における安全性の要件〈 ：一定の経過期間(3年)後に適用するものを示す〉

4
JET Report vol.39

①リチウムイオン蓄電池の基本設計の要件

②通常の使用における安全性の要件



④表示

施行規則で定められている「 」・「届出事業者名」の他、技術基準による表示として組電池の定格電圧と定格容

量の表示を要求。

(3)  経過措置等について

パソコンや携帯電話などの携帯電子機器は、JIS C 8712の一部の試験について試験条件を過酷化したJIS C 8714で

試験を実施することとしています。

一方、携帯電子機器以外の大半の機器の試験条件は、JIS C 8712 を引用していることから、すべての機器を施

行と同時に試験条件を過酷化した携帯電子機器の規格であるJIS C 8714に移行することは困難であるため、JIS C

8714 に対応した電池の技術開発期間として、移行期間が設けられています。

具体的には、

①充電条件

電池の化学反応に影響する試験であり、移行期間（3年）経過後、JIS C8714の試験条件に過酷化を行う。

②過充電保護機能及び機器落下試験

過充電の保護機能及び機器落下時の組電池の安全については、当該基準に対応した機器の開発期間として、移

行期間（3年）が設けられています。
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【JETにおけるリチウムイオン蓄電池の試験・認証サービスについて】
１）JETでは、事業者の皆様が技術基準への適合性を確認するための
補完サービスとして、電気用品安全法の対象となる「組電池（パッ
ク）」について技術基準 別表第九の全ての試験を実施する「S-JET
認証」及びパックに内蔵される「単電池（セル）」について、別表
第九の「１．基本設計」の一部と附表第一の「単電池」に関する
全ての試験を実施する「JET部品認証」を開始します。これら認
証に際しては、技術基準への適合性に加え、工場の品質確保体制
を確認して認証を行います。

２）電気用品安全法への適合性について、技術基準の全部、又は一部
項目について、試験の受託（依頼試験）を開始します。

３）これら「組電池（パック）」についての「S-JET認証」サービス、
パックに内蔵される「単電池（セル）」についての「JET部品認証」
サービス、及び「依頼試験」の開始スケジュールは、以下のとお
りです。
①受付開始：平成20年8月1日
②試験開始：初期受付分について、平成20年11月20日（法規

制施行日）までに試験・認証が完了し、 及び　
の表示ができるようJET関西事業所におい

て試験設備の設置を急いでいるところです。

（JET部品認証で登録されたセルが組み込まれたパックは、S-JET
認証の際に一部試験が省略され、費用の軽減と期間の短縮が図られ
ます。）
製品の製造・輸入事業者にとりましては、「S-JET認証」を取得
した「組電池（パック）」を使用することで、技術基準への適合性確
認が容易となると思われます。

４）JETでは、これらリチウムイオン蓄電池にかかわる情報等を関係す
る事業者の皆様にいち早く発信する「JET情報メール配信サービス」
及び「リチウムイオン蓄電池情報サービス」を提供しています。こ
れらメール配信サービスについては、JETのホームページ
（http://www.jet.or.jp/）からお申込み頂けます。

リチウムイオン蓄電池の試験・認証に関するお問い合せ先：
JET関西事業所　

TEL 06-6491-0251
FAX 06-6498-5562
E-mail kansai@jet.or.jp



本件調査は、中国の認証制度の実態を把握するために、

現地政府や関係機関及び日系企業からのヒアリングによ

り「日中相互承認の有効性」、「民間機関間の提携・協力」、

「試験・認証」等の運用の実態を把握し、調査で得られ

た情報を基に、今後の国内適合性評価機関と中国関係機

関での適合性評価分野における協力関係の構築に役立て

ることを目的とします。

本調査で訪問した【政府機関】、【試験機関】は以下の

とおりです。
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中国強制認証制度（ＣＣＣマーク制度）の調査について
2001年に導入された中国の電気製品等に係る強制認証制度「ＣＣＣマ

ーク制度」（China Compulsory Certification Scheme）に対し、日

本国内の製造者は、当該マークの取得手続き、適用規格、認証範囲等につ

いて適切に対応しつつ、中国マーケットに製品の輸出をしております。

しかし、初回工場調査及び製品試験の海外機関への委託の未開放等、ま

だまだ制度上不明確な部分が多いのが実情です。そのため、「経済産業省

委託　平成19年度産業技術研究開発委託費（標準化推進に係わる包括的

調査研究）アジア諸国における相互承認の有効性等に関する調査研究」の

一環として、2008年（平成20年）1月14日から25日までの間、本件

調査が実施されました。

実施に当たっては、国（ＭＥＴＩ）及び受託機関のスタッフから構成される調査団が認証制度の現状を把握するた

めに中国に赴き、現地政府や関係機関からのヒアリングにより運用実態を把握するための調査を行いました。私

（ＪＥＴ白井理事・国際事業部長（当時））は、その調査団の一員として参加しましたので、その調査結果を紹介します。

1．調査の目的

2．訪問機関

3．ヒアリングの結果

中国CCC認証制度調査団（CQCにて）

（１）中国強制認証制度（ＣＣＣマーク制度）について

１）認証費用関係

「申請費用」、「試験費用」及び「認証費用」について

は、国家発展改革委員会により決定され、２年毎に見直

しが行われている。これらの費用については、ＣＮＣＡ

（中国国家認証認可監督管理委員会）及びＣＱＣ（中国

質量認証中心）のホームページに掲載されている。

２）ＣＣＣ認証制度、規格変更等に関する周知及びＧＢ

規格の整合状況

①ＣＣＣ認証実施規則の改定等が行われた場合の周知　

及び内容の英文翻訳については、サービスの一環で

行うものと考えており、内容の重要性を考慮した上

で、当局の判断において対応を行っているとのこと。

従って、顧客のニーズが必ずしも反映されるとは限

らない状況となっている。

②ＣＣＣ認証に適用しているＧＢ規格（国家標準）の

ＩＥＣ規格への整合状況は、ＧＢ全体では48％が整

合、うち電気・電子分野は90％とのこと。

（２）製品試験及び工場調査について

１）製品試験について

海外のNCBが発行した製品試験のCB試験証明書は、

「ＣＢスキーム」のルールに従って活用されている。し

かし、ＥＭＣ（Electromagnetic Compatibility:電磁両立

性）分野については、中国のＮＣＢがＣＢスキームに認

められていないので、他のＮＣＢが発行したＣＢ試験証

明書がＣＣＣ認証に活用できないという理由から、サン

プルを要求しているとのこと。また、メーカーラボの試

験データについては、ＣＮＣＡに認められたエンジニア
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によって試験されたデータが認められている。

２）工場調査の委託について

初回工場調査の海外機関への委託については、ＭＲＡ

（相互承認協定）が熟成して、両国間の信頼が得られる

ようになれば実現できるとのこと。

（３）試験所の状況について

１）試験所の状況

今回訪問した試験所は、ＣＣＣ認証に従って関連規格

に基づいた試験が実施できる試験所として、ＣＮＣＡか

らの指定及びＣＮＡＳ（中国合格評定国家認可委員会）

からの認定を受け、またその結果としてＣＱＣからの

「委託試験所」として指定された試験所であった。安全

試験については、国の指導の下で、それぞれの試験機関

が製品分野毎に得意分野を有している。このことは、日

本の適合性評価機関が、今後中国の機関との協力のビジ

ネスモデルを構築する場合の一つの判断基準となった。

また、一部の試験所では、製品試験のほか、検疫検査、

ＲｏＨＳ等環境試験、省エネルギー、校正業務を実施し

ていた。

２）各試験所の得意分野

試験設備等から見た試験所毎の試験・検査分野につい

ては、安全試験などの設備状況からみて、以下のように

特化することができる。

電線：TICW、家電機器：BTIHEA、CVC、

CEPREI、IT/AV機器：TIRT、CEPREI、電動工

具：TIET、モーター：STIEE、開閉器及び遮断器：

STIEE、医療器：CEPREI、部品：CVC、

RoHS:TIRT、CVC、CEPREI、省エネ：BTIHEA、

SEATL

３）申込みの実績

①日本からのＣＣＣ認証申込みについて、試験を実施

する試験所は、その製品分野と申込み地域によって

原則的には決まっており、ＣＱＣが指示した試験所

にサンプルを送ることになっているが、ある程度は　

申請者の希望もかなえられるようである。

②中国本土の日系メーカーからの申込みは、ＩＴ／

ＡＶ機器（ＴＩＲＴ）、家電機器（ＢＴＩＨＥＡ及

びＣＶＣ（非常に多い））、開閉器（ＳＴＩＥＥ）、

電動工具（ＴＩＥＴ）とのこと。

③電気用品安全法の試験に関するニーズについては、

ＰＳＥに関する情報量が少なく、適用規格さえも理

解されていない状況であった。

４）試験の状況

①ＣＣＣ認証以外の試験の実施状況

依頼試験としては、ＣＢレポート発行の試験、ＲｏＨＳ

認証試験、欧米向け（ＣＥマーキング、ＵＬマーク）試

験、市場調査に基づくサンプリング試験などが主な試験

であった。

②試験の進捗状況管理

申し込みから２０日間程で試験を終了するようＣＱＣ

から要求されており、そのために試験の進捗状況を把握

するための情報システムを構築して管理しているとのこ

と。

③ＣＣＣ認証に適用される製品に組み込まれる部品の

取り扱い

試験所の回答では、「ＣＮＣＡが2007年８月15日実施

で通知した製品分野別の実施規則、例えばCNCA-01C-

016（家電機器）、CNCA-01C-017（ＡＶ機器）、CNCA-

01C-020（ＩＴ機器）の4.2.1.1項には、完成品に組み込ま

れたＣＣＣ認証対象リストの部品にＣＣＣマークがある

場合は、試験を実施しない。一方、ＣＣＣマークがない

場合は、完成品の規格に基づきその部品の試験を行うの

でサンプルが必要」とのことであった。

（４）日系企業の調査について

①日系の認証機関が中国へ進出することは、頻繁なモ

デル変更及び製造販売日程に即した迅速な対応の実

現に非常に有益であるとの反応であった。ただし、

電気電子分野の高度な開発技術を要する製品の開発

拠点を中国へ移管計画する企業は、知的財産保護の　

観点からさほど多くはないものと考えられる。

②一部の企業（特に汎用品の製造）では開発拠点を中

国に移管することを計画しており、こうした企業に

とっては日系認証機関の中国進出は極めて有益とな

る。更に、中堅企業では、中国で組み立て、生産を

行って欧米向けに輸出する場合にも、中国へ進出し

た日系認証機関があれば利用するとの回答があった。

今回の調査結果を受けて、現在、日本政府と中国政府

との間において、主に電気・電子分野を軸にした強制認

証制度に関するＭＲＡ交渉が進められています。日本政

府は、「３年以内を目途」にして締結を目指しており、

締結の暁には、現在のＣＣＣ認証制度を活用している製

造者は、日本の適合性評価機関を利用することにより、

現在より容易な手続きで認証を取得することが可能とな

ります。

現在、ＪＥＴでは、ＣＣＣ認証取得を目指しているお

客様に対して、申請の代行手続き、初回工場調査の調整、

認証マーク購入等の各種サービスを実施していますので、

是非ご利用ください。

4．あと書き

お問い合わせ先：国際事業部

E-mail：kokusai@jet.or.jp

TEL: 03-3466-9818



（社）日本電球工業会では、一昨年、1990年～2010年

（予測）までの各種ランプの出荷数量やランプ効率、光束

などを分析し、「ランプ効率の低いランプ」を「ランプ効

率の高いランプ」に置き換えることによる消費電力の削

減の可能性を検討しました。その結果、現在使用されて

いるランプに対して、「下記に示す４つの施策」を実現す

ることによって、「1990年に消費された照明用電力に比べ

て、約７％消費電力を削減できること」を明らかにしま

した（詳細は日本電球工業会のホームページ

http://www.jelma.or.jp/を参照）。

①一般照明用白熱電球（E26口金）の半数を電球形蛍光

ランプに切替える（21億kWhの削減）。

②ハロゲン電球の半数をHfコンパクト蛍光ランプ、また

はセラミックメタルハライドランプに切替える（10億

kWhの削減）。

③直管（40形）蛍光ランプをすべてHf蛍光ランプに切替

える（69億kWhの削減）。

④高圧水銀ランプをすべてメタルハライドランプ、また

は高圧ナトリウムランプに切替える（27億kWhの削減）
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照明における省エネの取組み
近年、地球温暖化防止が世界の最重要課題として取上げられ、様々な産業分野でその対策が取組まれてい

ます。照明の分野では、ランプの製造から廃棄までのライフサイクル中のエネルギー消費を分析すると、

「90％以上のエネルギーはその使用中に消費される」ため、世界中でランプ効率の低いランプに替えて「ラ

ンプ効率の高いランプ」を使用しようとする活動が、官民をあげて取り組まれています。ここでは照明、特

にランプによる省エネの方策とその取り組みの現状について、紹介します。

～消費生活用製品安全法等関係～

昨年、（社）日本電球工業会では、前述の施策を国

や自治体、関係団体等へ提言するとともに、国や自治

体等が実施した各種のイベントに協力し、照明の省エ

ネを訴求しました。また、照明関係４団体（社団法人

照明学会，社団法人日本電球工業会，社団法人日本照

明器具工業会．社団法人日本電気協会）で毎年取組ん

でいる「あかりの日」の活動でも、平成19年度は照明

の省エネにポイントを絞り、その啓発に取組みました。

各企業は、より省エネ性能に優れた商品の生産・販売

に注力しました。その結果、昨年（平成19年度）のラ

ンプの出荷実績を見ると、出荷総量が微減する中、省

エネタイプのランプは増加し、特に白熱電球の代替と

なる電球形蛍光ランプは数量で20％以上伸長しました。

今年（平成20年度）になって、４月に甘利経済産業

大臣、６月に福田総理大臣の声明が出され、国のトッ

プが省エネの取組みとして「電球形蛍光ランプへの切

替」を表明されました。そして平成20年５月には甘利

大臣の要請を受け、省エネランプの普及促進を目指す

「省エネあかりフォーラム」が設立されました。この

JET Reportは、各種業界団体、事業者等（製造、輸入、流通、行政等）の
皆様に広く配布させて頂いております。このネットワークを業界の皆様のコミュ
ニケーションツールとして利用頂き、安全確保に役立てて頂ければ幸いです。
今回の原稿は、社団法人　日本電球工業会　専務理事　武内徹二様より寄稿頂
きましたので、ご紹介いたします。

寄稿：社団法人 日本電球工業会

専務理事 武 内 徹 二

1．省エネの施策の提言 2．省エネ施策の実行
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フォーラムにはランプの製造事業者だけでなく、販売

事業者や消費者団体が参加し、省エネランプの普及を

国民運動に盛り上げ、促進することが期待されています。

照明の省エネを実行するためには、ランプだけでは

なく、照明器具や照明設計と連携した取組みが非常に

重要になります。このため、照明関連の団体と協同し

た活動が必要です。特に省エネ施策③の「Hf蛍光ラン

プへの切替え」は、照明器具のリニューアルと共同す

ることが必要であり、（社）日本照明器具工業会と連

携して普及を促進していきます。また、（社）照明学

会に設立された委員会に参加し、照明設計者や設備設

計者と連携して省エネランプを活用した省エネ照明の

実現に取り組んでいます。

また、今年（2008年）７月の北海道洞爺湖サミット

に合わせて、７月４日に世界のランプ工業会の代表が

東京に集合し、「あかりサミット」を開催しました。

ここでは、各国の省エネ照明の情報を交換するととも

に、今後、照明の省エネに関して世界的に協力してい

くことを合意しました。

本年は、昨年にも増して省エネの取組み強化が要望

されており、国や自治体によるイベント、キャンペー

ン等も強化されます。（社）日本電球工業会として、

昨年以上にこれらの活動と連携して省エネ施策の実現

に取り組んで参ります。

省エネランプの普及は一般のユーザーや施設のオー

ナーなど市場の理解なしには進みません。 例えば、

「電球形蛍光ランプは値段が高い」と言われることが

あります。しかし、図のように、照明にかかる全体の

費用を考えると、ランプの単価に比べて、使用中の電

力費用が大きいので、白熱電球に代えて電球形蛍光ラ

ンプを使用するとトータルの照明コストの大幅な低減

ができます。今後も一般のユーザーに対して「省エネ

ランプを使用しないと経済的にも大きな損失である」

という情報を発信し、普及の促進に努めます。

また、照明製品の使い方による省エネも大切です。

日本は欧州諸国に比べ、効率の高い蛍光ランプの使用

比率が圧倒的に高く、使用されている全ランプの平均

効率は約20％も高いのが現状です。しかし、使用して

いる光の量が約40％も多いために、消費電力は約10％

も多くなっています。不要なひかりを削減し、ひかり

を効果的に使用することによっても大幅な省エネが期

待できます。

最後に、性能の低い製品、安全に対する信頼性の低

い製品を使用することは、期待する効果が得られない

だけでなく、製品の不具合による損失を招くおそれが

あります。このような劣った製品を市場から排除し、

省エネを促進するためには、性能品質を客観的に評価

し、商品の信頼性を担保するための仕組みも今後、重

要になります。

信頼の出来る高性能の商品を上手に使用することに

よって大幅な省エネを達成し、地球温暖化防止に貢献

することを目指します。

3．照明の省エネを進めるためには

「あかりの日」の街頭活動
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１）IEC60335-2-4（脱水機の安全）について

温度試験等の条件としている「通常使用状態」を現

在の「布を入れない状態」から「布を入れた状態」とす

る変更提案を審議しました。「布を入れた状態」の場

合は、「布を入れない状態」に比べドラム停止時間が

大きくばらつき再現性に乏しいとの意見をデータとと

もに日本から出した結果、その意見が採用され、この

変更案は否決されました。したがって、布を入れない

で実施する従来どおりの試験で行うこととなりました。

２槽式の洗濯機等の脱水機部分にも適用される「脱

水機の稼動部分への接触の安全性に関する要求事項」

について、20.104の審議を行い、次のような結果とな

りました。

第１の蓋と独立して第２の蓋が開くような、2つの

蓋をもつ機器については、第１の蓋を徐々に開いて開

口が50mmを超えた時、モーターの電源を遮断しなけ

ればならず、2秒以内にドラム速度は20mm/s以下に

ならなければならない。それから、第2の蓋を徐々に

開き、以下の検証を実施する。

－　4mm～10mm開いたとき、IEC61032のテストプ

ローブ12で、60回転/分を超える速度で回転する

部分に接触することが可能であってはならないこと。

－　隙間が10mmを超え、12mm以下の場合、直径３

mm、長さ120mmの試験棒を用いて、60回転/分

に超える速度で回転する部分に接触することがな

いことを確認する。加えてIEC61032のテストプ

ローブＢを当て、回転部分から20mmの距離以内

に入らないこと。

１）温度上限試験関連

通則11項の温度上昇試験における「機器の外郭の温

度上昇限度値を適用する対象機器」を、現在の「モー

ター駆動機器の外郭」から「電熱機器も含めたすべて

の機器の外郭」に変更する案が審議されました。審議

の結果、この適用範囲を拡大する案は否決されました

が、温度上昇限度値についてはその値を変更すること

が承認されました。その内容は、「金属表面50K、ガ

ラス・セラミック表面65K、樹脂表面75K」とするも

のです。（現行規格は、表面材料に関わりなく60K）

このような機器の外郭に対する温度上昇限度値の変

更案は、個別規格にも広がり、以前から一般に適用除

外となっていた電熱機器の外郭にも適用しようとする

動きとなっています。これは、「ＣＥＮＥＬＥＣガイ

ド29（人が触れやすい加熱表面温度に対する温度規制

に関するガイドライン）」が2007年４月に発行され、

これをＡＣＯＳ（ＩＥＣ安全諮問委員会)が後押しす

る形をとったためです。

２）グローワイヤー試験関連

通則30.2項の「グローワイヤー試験」に関する変更

提案が審議され、0.5g以下の「insignificant parts」

（些細な部分）は、一定の条件の下で当該試験の適用

を除外することが決定されました。また、0.5gを超え

る場合でも、現行規格にある｢装飾用飾り部分、ノブ

その他機器の内部で発生した炎によって着火したり、

その炎を広げたりするおそれがない部分｣には、この

要求事項を適用しないことも併せて確認されました。

IEC60335-1(通則)関連事項から1 IEC60335-2（個別規格）関連事項から2

ＩＥＣ／ＴＣ６１東京会議から
2008年（平成20年）５月26日から５月30日までの5日間にわたって東京で、ＩＥＣ／ＴＣ61

（家電機器関連の安全性）東京会議が開催されました。会議には各国の代表約40名が参加し、IEC60335-
1（通則）とその個別規格関連の審議文書35本についての検討及びＩＥＣＥＥ／ＣＴＬの決定シート
の内容についての審議が行われました。最近は各国の試験機関や製造者、規制当局等からの規格の解釈
に関する問い合わせが委員長に対して多く寄せられており、これらに対する回答内容についても委員会
の場で確認されます。以下は、特に重要と思われる事項です。



るようなエアギャップには適用しない」との規定があ

りましたが、これを第４版で削除したいきさつについ

て質問があり、次のような回答が会議の承認の上なさ

れました。

「第３版の表13中のノート１は「異極充電部間」に

適用するもので、第４版及びIEC60664-1の定義では、

機能絶縁を意味する。部品に対する機能絶縁について

は、24.1のノート３（絶縁距離の規定は、特に規定が

ない限り、充電部と人が触れるおそれのある部分に適

用する旨）があり、これは、逆に機能絶縁部分には、

適用しないことを意味する。」

１）電子回路のみを用いた機器の安全保護（事例）に

関する「ＣＴＬ決定シート」（試験方法や試験規格の

解釈を明確にしたもの）がＣＴＬ会議で承認され、近

く、ＩＥＣＥＥのＷＥＢサイトに掲載されることとな

りました。この決定シートは、機械的保護手段を持た

ず、マイクロプロセッサだけを利用した保護回路を事

例に、規格への適合性を明確化したものとなっており

ますので、これと類似する構造の製品設計や試験等に

関与されている方々は、特に注目しておく必要があり

ます。

２）電気温水器の異常過熱に対する最終的な保護手段

である温度過昇防止装置の動作温度（IEC60335-2-21

の24.2.102）について、規格の要求する内容が２通り

考えられるため、これについて明確化した「ＣＴＬ決

定シート」が承認されました。これについても、ＩＥ

ＣＥＥのＷＥＢサイトに掲載されますので注目してく

ださい。
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（技術規格部）

－　12mmを超えて開いているとき，ドラム速度は７

秒以内に60回転/分以下になっていること。

２）IEC60335-2-1-109（紫外線を利用した水道

水の殺菌装置）について

紫外線により水道水等の殺菌を行う装置に対する新

しい規格案がIEC60335-2-109として審議されておりま

す。これは、家庭用のものに対する規定であり、プー

ルの殺菌等に用いられるものには、適用しません。次

回検討の文書も引き続きＣＤレベル（委員会案段階）

であり、日本にもこの規格でカバーする製品が存在す

る場合、必要に応じて意見を出す必要があります。

１）IEC60335-1の22.44（子供の気をひくような

形状を機器の外郭に用いることの禁止）について

通則22.44の要求事項について、英国国内委員会か

ら具体事例を示した上で規格適合性の問い合わせがあ

りましたが、家庭用の掃除機で、人や動物等を連想さ

せ、子供の興味を引くような形状のものについては、

規格に不適合であるとの見解が示されました。また、

この判断基準については、過去にＣＴＬ決定シートを

作成したときに確認した判断基準が変わっていないこ

とが再確認されました。

２）IEC60335－1（接点ギャップ等への空間距離・

沿面距離の適用）について

IEC60335－1の第３版の表13中のノート１において、

「空間距離に対する規定は、自動制御器のエアギャッ

プ部分、マイクロギャップのスイッチおよび同様の装

置のエアギャップ部分、あるいはそのような部分に電

流を流す部品が接触片の移動に応じて空間距離が変わ

委員長への規格解釈の問い合わせ事項から3 ＣＴＬからの試験方法・規格解釈に関する
承認事項から4
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ここで問題となるのは、「Associated」の意味です。

意味としては、２つ考えられます。一つは、「規格で

要求されている限度値としての空間距離」、もう一つ

は、「測定の対象となる部分の空間距離」です。前者

と後者の異なった解釈を適用することにより、規格へ

の適合性が逆転するケースが出てきます。

IEC60950-1では、この「Associated」を「Required」

すなわち、「規格で要求されている限度値」と解釈で

きるように明確化を図っています。しかしながら、他

の規格はもちろんのこと、IEC60664-1においても明確

にされておりません。今後、CTLにおいては、

IEC60664-1を検討しているIEC/TC109に対して明確

化を求めていくこととなりました。

CTLにおいて、「計測の精度や測定の不確かさ」を

担当しているワーキンググループから、次のような報

告がありました。

温度試験に使用する熱電対の種類について、「電磁

的な影響下、例えばスイッチング電源等のトランス近

傍の温度の測定や電磁調理器のコイル近傍の温度を測

定する場合、電磁的影響の無いタイプＴを使用する必

要性があるのではないか、それに伴い熱電対の測定に

おける手順をまとめている「OP108」を改正する必要

があるのではないか」との意見が出されました。（熱

電対はそれを構成する材料から、タイプＪ、Ｋ、Ｔの

順でそれぞれ電磁的影響が大、小、無となります。）

しかし、試験技術や記録温度計等によりそれほど影響

を受けないとの反対意見が多く、この改正は行われな

いこととなりました。

CTLにおいて、IEC60664-1の規格に基づく空間及び

沿面距離の測定についての技能試験（各試験所におけ

る試験能力を一定のレベルに保つための試験所共同参

加の試験）が実施されました。その結果、この規格の解

釈について次のような問題があることが分かりました。

IEC60664-1第２版の6.2の規定の概略は、次のような

緩和規定になっています。

6.2 下図のような（例２の図のみ記載）充電部間に

溝が存在する場合において、「Associated 

Clearance（空間距離）」が3ｍｍ未満の場

合は、表の汚損度（機器が使用される環境で

はなく、機器自身の構造によって決まる、塵

埃等で絶縁物が汚損に晒される度合いを数値

で表したもの）に対応したＸの値を1/3にす

ることができる

（沿面距離を測定する際に、溝の幅がＸに対応する

値以上の場合は、溝の部分の測定は、溝の各面を辿

って測定するが、その値に満たない場合は溝の縁と

縁の空間距離を測定する。）

CTLにおける技能試験からの話題
（IEC60664-1の解釈に関わる問題）

1

2

ＩＥＣＥＥ／ＣＴＬプラハ会議から
2008年（平成20年）5月15日・16日の2日間にわたってチェコのプラハで、

IECEE/CTL（IEC電気機器適合性試験認証制度／試験機関委員会）プラハ会議が開催され
ました。会議には、各国のCB試験所から約90名が参加し、試験の問題を中心に各種議題に
ついて検討が行われました。以下は、会議の中で特に重要と思われる事項です。

（技術規格部）

CTLのワーキンググループからの
技術情報



１．「JET総合支援サービス」のご案内
JETでは、電気製品等の試験業務や技術的なお問い合

せについて、お客様の立場でお答えする「総合支援サー

ビス」を行っています。このサービスでは、以下のよう

な相談を有料にて承り、書面にて回答を行います。
●電気用品安全法に関する対象・非対象(電気用品安全

法の対象となる製品か否かの判断)

●電気用品安全法に関する法解釈・技術的相談(適合性

検査、技術基準適合義務、検査義務、表示義務、型

式の区分、技術基準〔省令第1項、省令第2項〕に関

する助言等)

●電気用品安全法等に関する社内セミナーの実施

●海外認証取得、海外の規制・規格

●その他

電気製品の製造（輸入）事業者の方は、お取り扱いの

電気製品が「電気用品安全法」の対象品目か否かの確認

をまず最初に行うことが大変重要になりますので、「総合

支援サービス」の「対象・非対象のご相談」を是非ご利

用ください。なお、「総合支援サービス」を利用して頂き

ました製品について試験を申込み頂く場合、回答書面の

コピーを添付して申込み頂きますと、試験費用から「総

合支援サービス基本手数料分」を割引致します。

さらに、お客様が指定される会場での社内セミナー等

にJETより講師を派遣して、お取扱いの製品に基づいた、

より実務的な内容について説明する「技術基準セミナー」

は、ご利用頂いたお客様より大変ご好評を頂いておりま

す。社内研修等に是非ご利用下さい。

「JET総合支援サービス」のお申込は、JETホームペ

ージにある「 J E T 総合支援サービス依頼書」

（http://www.jet.or.jp/tech/total/index.html/）をご利用下

さい。

２．「電気用品安全法技術基準セミナー」の開催に
ついて

平成20年（2008年）10月頃を目途に、JETの東京本部

及び関西事業所にて、「電気用品安全法技術基準セミナー」

の開催を計画しております。詳細については、「JETホー

ムページ」、「JET情報メール配信サービス」、「各事業所

の窓口」等で案内致します。

今後も、電気用品に関する各種情報提供等や皆様へ

の業務支援として、東京・大阪をはじめとする主要都

市で「電気用品安全法概要・技術基準」に関するセミ

ナー等を折々開催して行く予定です。

※「JET情報メール配信サービス」に登録して頂

ければ、セミナーの開催案内等をいち早くお知

らせすることができます。登録の申込みは次の

アドレス

（http://www.jet.or.jp/haishin/index.html/）

よりお願い致します。

平成20年（2008年）6月13日、新潟県三条市「新潟県県央地域地場産業振

興センター」にて標記セミナーを開催し、98名の参加を頂きました。

経済産業省　関東経済産業局　産業部　消費経済課　製品安全室　担当官殿

を講師としてお招きし、第1部にて平成21年（2009年）4月1日に施行される

『消費生活用製品安全法等における長期使用製品安全点検制度及び長期使用製品

安全表示制度』及び平成20年（2008年）11月20日に施行される『リチウム

イオン蓄電池』の電気用品安全法指定品目追加等、今後の電気用品安全法の改

正動向について説明を頂きました。第2部では、JETより電気用品安全法の概要

と適合性検査の申込方法等の説明を行い、セミナーは盛況裏に終了しました。

なお、当日の質疑応答内容については、「Q＆A」として、JETホームページ

に掲載しておりますので、トップページの「What's New」より参照下さい。
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『消費生活用製品安全法及び電気用品安全法概要セミナー』開催

「JET総合支援サービス」及び
「電気用品安全法技術基準セミナー」のご案内

新潟県三条市での『消費生活用製品安全法及び電気用品安
全法概要セミナー』風景

（事業推進部）



科学技術の発展に伴い、日常生活にも高性能な製品が

使用されるようになり、生活は合理化され、人手もはぶ

けるようになりました。しかし、このような製品は、複

雑な構造となっているものが多く、一般消費者にとって

は、製品の安全性を自分で判断することが難しい場合が

あります。「安全法」はこのような実状から、「消費者が

日常使用する製品によって起こるけが、やけど、死亡な

どの人身事故の発生を防ぎ、消費者の利益を保護するこ

と」を目的として昭和48年（1973年）に制定された法律

です。安全法では消費生活用製品について「ＰＳマーク

制度」を運用しています。

「ＰＳマーク」（ と の２種類あります）の「Ｐ」

はProduct（製品）、「Ｓ」はSafety（安全）の略号で国が

定めたものです。なお、ＰＳマークの下の「Ｃ」は

Consumer（消費者）の略号です。国は、消費生活用製品

のうち、「一般消費者の生命又は身体に対して特に危害を

及ぼすおそれが多いと認められる製品」を「特定製品」

として政令で指定（平成16年（2004年）８月１日現在、表

１に示す６品目が指定されている）し、国で定めた技術

上の基準に適合し、「ＰＳマーク」を表示していないもの

は、その販売又は販売目的での陳列を禁止しています。

また、「特定製品」の中には、更に「特別特定製品」が

あり、「特定製品の製造または輸入を行う者のうちに、一

般消費者の生命または身体に関して特に危害の発生を防

止するために必要な品質確保が十分でない者がいると認

められる製品」として、表１に示す特定製品の中の３品

目が指定されています。

この特別特定製品については、国から登録された民間

検査機関による適合性検査を実施し、適合証明書を保管

することが義務づけられています。

なお、これら特定製品については、「製造または輸入の

事業者が一定事項の届け出（事業の届出）」をすれば、

「自らの製品検査（自社または民間検査機関）の実施」、

「当該検査記録の作成及びその保管」のみで、ＰＳマーク

を表示することができます。

（財）製品安全協会では、これらの特定製品等につい

て「ＳＧマーク制度」の運用を行っており、製品検査の

実施、検査記録の代替えを行うことが可能です。

14
JET Report vol.39

特別寄稿

ＳＧマーク制度認証業務について

この度、財団法人電気安全環境研究所（ＪＥＴ）と財団法人製品安全協会との間で、消費生活用製

品安全法（以下、「安全法」と略す。）に定められた「特定製品」である「家庭用の圧力なべ及び圧力

がま（炊飯器）に関する業務委託契約」が締結され、ＰＳＣ・ＳＧマークの表示が可能となりました。

これを機に、「安全法」（特定製品・特別特定製品）における「ＰＳマーク制度」の説明と（財）製品

安全協会の業務内容及び「ＳＧマーク制度」について紹介いたします。

寄稿：財団法人　製品安全協会　　　　　　　
業務グループ　調査役補佐　永田　豊史

（Ｓ－ＪＥＴ・ＳＧマークのワン・ストップ・テスティング）

１．「安全法」とは

２．特定製品・特別特定製品とＰＳマーク制度

３．（財）製品安全協会の業務

表1 特定製品と特別特定製品

３．１　製品の安全性に関する認定基準の作成　



消費生活用製品の事故を未然に防止するためには、製

品が十分な安全性品質を有していること及び正しい使用

方法が大切です。ＳＧマークの認定基準は、「製品が安全

であるために満足すべき要件」として、安全性品質、表

示および取扱説明書について規定しています。まず原案

は、「ＳＧマーク」の対象品目ごとに設けられた原案作成

のための委員会で作成されます。

ここで作成された原案は、上部機関の安全管理委員会

において検討が行われ、２段階ものチェックを受けるこ

とにより製品の安全性の確保に努めています。安全管理

委員会で決議された基準が「ＳＧマークの認定基準」と

なります。

３．２　認定基準に基づく安全性の認定：ＳＧマーク

の表示

基準に基づく製品の検査を実施し、検査に合格した製

品にのみ、ＳＧマークを表示しています（表示製品は１

２１品目）。これらは、製造または輸入の事業者が一定事

項の届け出をすれば自らの製品検査（自社または適当な

民間検査機関）の実施、当該検査記録の作成及びその保

管のみでＳＧマークが表示できます。

３．３　製品の安全性に関する試験・検査・研究並び

に情報・資料収集及び提供

消費生活製品の安全性確保のため、各所の調査・研究

を実施しています。また、機関誌｢ＳＧニュース」の発行、

インターネットホームページ(http://www.sg-mark.org/)

等を通じて情報の提供を行っています。

３．４　製品の安全性向上に関する啓発及び広報

一般消費者に広くＰＲするためにリーフレット等を作

成・配布するとともに、関連団体主催の展示会等に出展

参加しています。

３．５　製品の安全性向上に関する国内外の機関との連携

ＩＳＯ「貿易の技術的障害に関する協定（ＷＴＯ／Ｔ

ＢＴ協定）」に参画し、認定基準等の作業計画の公表等を

行っています。また、認定基準の作成に当たっては、Ｉ

ＳＯをはじめ海外の諸規格との整合性を図っています。

３．６　ＳＧマーク付き製品の欠陥による人身事故に

対する賠償

ＳＧマークが表示された製品の欠陥により、万が一人

身事故が発生した場合に備え、損害保険会社と生産物賠

償責任保険の契約を結んでいます。そして事故原因、被

害の程度などに応じて被害者一人につき１億円を限度と

して賠償処置を実施します。

ここでは、（財）製品安全協会が認定するＳＧマークの

型式確認申請及びロット認定申請について記載します。

４．１　型式試験

（財）製品安全協会が認めたＳＧ登録工場に対する製

品型式の認証試験であり、品目毎に更新が必要となりま

す。型式試験の申込みは、指定された型式確認申請書と

添付書類を（財）製品安全協会へ申請していただきます。

（財）製品安全協会は、これらの申請書を確認した後、申

込者に試験資料の送付・試験料の納付説明を行います。

また、ＪＥＴへの試験依頼を行います。試験終了後は、

申込者（事業者）への型式確認証の通知を行います。

４．２　ロット認定

ロット認定とは、半年毎に特殊検査（製品試験）を実

施し、その間にロット毎の抜取検査を行い、表示（ＳＧ

マーク）を申請者に譲渡するシステムです。指定された

ロット認定申請書と添付書類を申請者がＪＥＴへ申請し

てください。なお、特殊検査が合格している同じ型式区

分の製品ロットに対しては、ＳＧ基準項目に従って抜取

検査を行います。特殊検査の合格有効期間であれば半年

間に何度でも申請可能です。

15
JET Report vol.39

４．Ｓ－ＪＥＴ認証とのワン・ストップ・テスティングに基づくＳＧマーク認証の体系図



16
JET Report vol.39

ＪＥＴからのお知らせ
ＳＧマーク制度の委託検査品目の試験につきましては、下記に記載したＪＥＴが実施してい

るＳ－ＪＥＴ認証、消費生活用製品安全法に基づく適合性検査及び電気用品安全法に基づく

技術基準適合義務確認のための依頼試験とのワン・ストップ・テスティングを実施すること

が可能でありますので、提出サンプルの重複を避け、試験費用の低減を図ることができます。

●Ｓ－ＪＥＴ認証（ ）：電気がま，電気なべ，浴槽用温水循環器

●消費生活用製品安全法に基づく適合性検査（ ）：浴槽用温水循環器

●電気用品安全法に基づく依頼試験：電気がま，電気なべ等

【問い合わせ先：ＪＥＴ横浜事業所】
TEL：045-582-2151
FAX：045-582-2255

下記に商品のモデル例としてＳＧマークとＳ－ＪＥ

Ｔマークの認証を行っている「家庭用の炊飯器」の写

真を掲載します。

これまでにＪＥＴは（財）製品安全協会の委託検査

機関としてすでに「浴槽用温水循環器」、「乳幼児用ハ

イローラック」及び「電動介護ベッド」の契約を締結

しています。今回、「家庭用の圧力なべ及び圧力がま」

の委託検査契約が追加されたことで「Ｓ－ＪＥＴ・Ｓ

Ｇマーク認証」におけるワン・ストップ・テスティン

グが可能となりました。今後も、ＪＥＴが実施してい

る各種業務とのワン・ストップ・テスティング品目が

増えていくものと期待されます。

５．ＳＧ・Ｓ－ＪＥＴマーク認証のモデル例 ６．今後の取り組みについて

Ｓ－ＪＥＴマーク ＳＧマーク
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っているものが多く、電圧が

220Ｖのため、日本から持ち

込んだ電気製品を使用する場

合、変圧器を介在させる等の

注意が必要です。

タイ語の発音

さて、前回も少し触れましたが、タイ語には「声調」

というものがあります。「声調」とは、文字通り「声の

調子」のことで、「ふしまわし」、「音調」とも言われる

ものです。タイ人がタイ語を話すのを聞いたことがある

人ならお分かりかと思いますが、タイ語の発音には独特

のリズムと抑揚があり、こういった特色は「声調」に負

うところが大きいのです。タイ語の「声調」には、第１

声調から第５声調まであって、それぞれが声の上り・下

り調子や平坦、及びその組合せを表しています。

具体例としては、日本語の「銀行」が良い例だと思い

ます。単独で「銀行」と発音する場合は平坦な響きにな

りますが、「○○銀行」という具合に前に銀行名が付い

た場合の「銀行」の部分の発音は、平坦な発音にはなら

ずに抑揚があることがお分かり頂けると思います。

つまり、日本人も無意識のうちに「声調」をきちんと

発音しているのです。ただし、タイ語できちんと声調を

発音するとなると、タイ語の習得を目指す学習者にとっ

ては手強い要素になりますが、これらの要素があるから

こそ、響きもタイ語独特の良さが感じられるのだと思い

ます。

ソンクラーン

最後に「ソンクラーン」というタイの旧正月の行事

（４月13～15日の３日間）を紹介したいと思います。

もともとは仏像のお清めなどを行っていた風習ですが、

年中で最も暑い時期に行われることなどから、近年では、

子供や若者たちが水を掛け合う「水掛け祭り」に様相を

変えています。特に外国人かどうかなどはお構いなく、

また水に白いメンソールパウダーを混ぜている場合があ

り、服に付くと厄介です（写真参照）。期間中に来泰の

際はご注意下さい！

（国際事業部　 松木 洋）

バンコクピリ辛日記（2）

前回（ＪＥＴ Report vol.38）に引き続き、タイのバンコクに
赴任中のＪＥＴ国際事業部・松木が、現地の話題をお伝えします。

当地バンコクに着任以来、ＥＥＩ（タイの政府関係機

関：電気・電子インスティテュート）のスタッフ各位も

やり甲斐を持って技術の習得や作業に臨んでいることか

ら、技術移転も順調に進み、私も日々充実したやり甲斐

のある職場生活を送っています。

コンセントと電圧

ところで、皆さんが仕事や旅行で海外に行く場合、事

前にチェックされているものの１つとして、現地の「コ

ンセントの電圧」と「差込みプラグの刃の形状」がある

と思います。電圧が違うにもかかわらず、電気製品のプ

ラグの刃とコンセントの刃受け孔の形状が同じであるこ

とから、プラグ刃をコンセントに入れてしまい、せっか

く旅先まで持っていった電気製品を壊してしまったとい

う経験をされた方も少なくないと思います。特に、日本

から海外に行く場合、多くの国の電圧は200Ｖ以上です

から、電気製品を壊してしまうおそれがあります。そし

て、「電圧は気にかけていても結構うっかりしていた」

という話を聞くのが「変圧器の容量」です。これも使用

する電気製品にあわせて事前に確認しておくことをおす

すめします。

因みに、タイにおける電圧は基本的に220Ｖで、周波

数は50Ｈｚです。

また、バンコク市内の電器店で実際に販売している電

気製品を調べたところ、プラグの形状は、「Ａタイプ

(American Type)」と呼ばれる日本の平行刃と同一形状

のものと、「Ｃタイプ(CEE Type)」と呼ばれる丸ピンの

ものが多いように思われます。そして、コンセントの刃

受け孔の形状はＡ・Ｃ両タイプとも差し込めるようにな

※水鉄砲を持参して、「ソンクラーン」に参加していた子供たち
（ＢＴＳスカイトレインのサラデーン駅にて）

国際事業部　松 木 洋
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ＬＥＤ照明器具組込用の直流電源
装置の対象・非対象について

最近、環境問題への意識の高まりなどから高輝度LED

を使用した照明器具が普及してきています。LEDを点灯

するためには、従来の白熱電球や蛍光灯とは異なり、

「LED電源」、「LEDドライバ」などと呼ばれる直流の電

源装置が必要になります。

これらの電源装置には、ある特定の照明器具に組込む

ことを意図したものや、さらには、照明器具に組込むこ

とを前提に細い口出し線（公称断面積が0.75mm２未満）

を用いたものも見受けられます。

しかし、これらいずれのものも、電源装置として単体

で完成していることから、「直流電源装置」として電気

用品安全法の規制を受けるものと考えられますが、いず

れも照明器具に組込むことを前提としており、また、

0.75mm２未満の口出し線については、技術基準上、一般

的に電源電線として使用できないことから、直流電源装

置として対象外となる「機械器具に組み込まれる特殊な

構造」とみなせるか、直流電源装置として対象であるも

のの、構造的に技術基準不適合とみなすか微妙な判断が

求められます。

このような背景から、「電気用品安全法対象非対象等

会議
※）
」において検討が行われ、経済産業省商務情報政

策局製品安全課により確認された結果、「直流電源装置」

で対象として取り扱われることが明確になりましたので、

ご留意下さい。

また、電源側に公称断面積が0.75mm２未満の口出し線

を有するものについては、0.75mm２以上の電線を用いて

いただくようお願い致します。

詳細については、経済産業省（METI）のホームペー

ジ「電気用品安全法のページ」の「電気用品安全法に関

する解釈」中、直流電源装置の欄に「広告灯組込用直流

電源装置」及び「機器組込用ＬＥＤ電源装置」（平成20

年7月17日）として掲載されておりますので、ご参照願い

ます。

経済産業省のホームページの「電気用品安全法に関す

る解釈」のURLは次のとおりです。

URL：http://www.meti.go.jp/policy/consumer/seian/denan/

kaishaku/index.htm

（技術規格部）

※）経済産業省商務情報政策局製品安全課が主催する会議。
電気用品安全法に基づく登録検査機関等をメンバーとして、
定期的に開催され、電気用品の対象・非対象等に関する解釈
について検討が行われています。

相 談 事 例 集

皆様のご相談にお答えします

８月は「電気使用安全月間」です。日頃から、電気の安全な使用を心がけましょう。JETは、電気の使用

に係る安全の中核体として、電気安全をPRすべく、電気安全関東委員会、（財）関西電気保安協会等と協力

し、以下の取り組みを行っております。

・ポスターや垂れ幕の掲示、安全啓発パンフレットの配布による電気の安全使用のPR

・（財）関西電気保安協会の街頭キャンペーンへの参加

ご存じですか？ 8月は「電気使用安全月間」です！



皆様方のご期待に応えていきたいと思います。

本年（平成20年）5月にJETホームページをリニュー

アルし、「マネジメントシステム認証に係るご相談、お

問い合わせ」や「申込書類等のダウンロード」のペー

ジを加えましたので、ご活用ください。

お問い合わせ先：ＩＳＯ登録センター　管理部

TEL：03-3466-9690

FAX：03-3466-9820

E-mail：isorc@jet.or.jp
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近年「ＩＰコード(IP Cord)」の番号が新製品のカタ

ログに記載されているのをご存じですか・・・

「ＩＰコード」とは、電気機械器具の外郭による、危

険な箇所への接近、外来固形物の侵入、水の浸入に対す

る保護等級及びそれらの付加的事項などをコード化して

表すシステムとして、国際規格IEC60529において定め

られたコードで、日本国内では、JIS C 0920において

保護等級が規定されているものです。

今回は、その中の「水の浸入に対する保護等級（ＩＰ

コードのIPX1からIPX8）についての適合性を評価する

ための試験装置」を紹介します。この試験装置は、

IEC60529及びJIS C 0920において要求されている試験

条件を満たしており、国内外の規格への適合性試験に対

応した試験装置となっていますので、お客様のご希望に

合わせた試験が行えます。また、ご希望により立会試験

（ＪＥＴの職員が、お客様の立ち会いの下で試験）をお

受けしていますので、お気軽にご相談下さい。

ＪＥＴの試験設備〈31〉

ＩＳＯ登録センター・管理部は、「環境（ISO14001）」、

「品質（ I S O 1 9 0 0 1 ）」及び「労働安全衛生

（OHSAS18001）」の各認証業務に係る営業戦略立案、

営業活動を実行する部隊です。また、情報セキュリテ

ィ（ISO27001）、医療機器（ISO13485）、食品安全衛生

（ISO22000）等の戦略的業務提携の窓口業務も行って

おります。

また、認証機関としての認定維持の総括管理のみな

らず、市場要求に対応した審査活動の高度化を推進し

ております。「環境認証」と「品質認証」の統合した

認証スタイルとしてのマネジメント審査（統合審査）

も全体の10％を超えてきました。今日では「労働安全

衛生認証」も加えた新たなマネジメント審査の開発に

取り組んでいます。

これからのISO登録センターの羅針盤の役割を今後

も果たしていく所存です。

試験現場 〈31〉N O W

お問い合わせ先：ＪＥＴ横浜事業所　第一試験部　電線・依頼グループ
TEL:045-582-2667
FAX:045-582-2347

E-mail:yokohama@jet.or.jp

水の浸入に対する試験装置

ISO登録センター・管理部

スタッフ一同（8名）で対応しています。



●管理部 03-3466-9690 03-3466-9820
isorc@jet.or.jp

●品質認証部 03-3466-9741 03-3466-8388
jetqm@jet.or.jp

●環境認証部 03-3466-9242 03-3466-9820
jetec@jet.or.jp

●医療機器認証センター 03-3466-6660 03-3466-6622
mdc@jet.or.jp

【 本　　　　 部　】 TEL FAX

●東京事業所 03-3466-5234 03-3466-9219
tokyo@jet.or.jp

●事業推進部 03-3466-5160 03-3466-5297
bdp@jet.or.jp

●製品認証部 03-3466-5183 03-3466-5250
pcd@jet.or.jp

●工場調査部 03-3466-5186 03-3466-9817
jet-f id@jet.or.jp

●研究部 03-3466-5126 03-3466-5204
info@jet.or.jp

●国際事業部 03-3466-9818 03-3466-5297
kokusai@jet.or.jp

●企画広報部 03-3466-5162 03-3466-9204
center@jet.or.jp

●電気製品安全センター 03-3466-9203 03-3466-9204
center@jet.or.jp

●業務管理部 03-3466-5171 03-3466-5297
info@jet.or.jp

●総務部 03-3466-5307 03-3466-5106
info@jet.or.jp

＜お問い合わせの際はこちらまで＞

【横　浜　事　業　所】 TEL FAX

【関　西　事　業　所】 TEL FAX

●関西事業所（代表） 06-6491-0251 06-6498-5562
kansai@jet.or.jp

【 名 古 屋 事 業 所 】 TEL FAX

●名古屋事業所（代表） 052-269-8140 052-269-8498
nagoya@jet.or.jp
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【ISO登録センター】 TEL FAX

●横浜事業所（代表） 045-582-2151 045-582-2671
yokohama@jet.or.jp

●技術規格部 045-582-2356 045-582-2384
info@jet.or.jp


